
事 務 連 絡 

平成２９年９月２７日 

 

各都道府県専修学校担当課 

各都道府県教育委員会専修学校担当課  御中 

 

 

文 部 科 学 省 生 涯 学 習 政 策 局 

生涯学習推進課専修学校教育振興室 

 

専修学校の生徒納付金等に関する調査について（依頼） 

 

平素より専修学校教育に係る各種調査に御協力いただき、ありがとうございます。 

平成 29年度の専修学校の生徒納付金及び中途退学者の状況について、下記のとおり調査を実施しま

すので、御協力方よろしくお願いします。 

 

記 

１． 調査項目 

別紙 １    専修学校高等課程生徒納付金等調査（都道府県用）  

            （別紙１－１ 専修学校高等課程生徒納付金等調査（学校用）） 

別紙 ２    専修学校専門課程生徒納付金等調査（都道府県用） 

            （別紙２－１ 専修学校専門課程生徒納付金等調査（学校用）） 

別紙 ３    専修学校一般課程生徒納付金等調査（都道府県用）  

（別紙３－１ 専修学校一般課程生徒納付金等調査（学校用））  

 

２．調査対象・回答方法等 

調査対象： 

① 各都道府県教育委員会の所管する公立専修学校（高等課程・専門課程・一般課程） 

② 各都道府県知事部局の所管する私立専修学校（高等課程・一般課程）（※） 

 ※私立専修学校専門課程については、平成 29年度「専門学校生への効果的な経済的支援 

の在り方に関する実証研究事業」において、別途調査を実施しているため本調査の対象か 

ら除外している。 

回答方法： 

別紙１－１（学校用）、別紙２－１（学校用）、別紙３－１（学校用）を貴管下の学校に照会して

いただき、それぞれ別紙１（都道府県用）～別紙３（都道府県用）に取りまとめ願います。 

 行が不足する場合は適宜追加してください。その際、追加した行に、計算式等が反映される

ようご留意願います。 

※ 別紙１－１（学校用）～別紙３－１（学校用）については提出不要です。 

 

３．提出方法 

   メールにより下記提出先に提出願います。 

なお、 その際、各ファイル名の冒頭に記載している「（○○県）」は、各都道府県名に変更すること

とし、メールの件名は、各都道府県知事部局においては「（私立・○○県）納付金等調査」、各都道

府県教育委員会においては「（公立・○○県）納付金等調査」とするようお願いいたします。 



 

４．提出期限 

   平成２９年１０月２７日（金）まで 

 

５．その他留意事項等 

（１）  調査結果については、各種会議等で使用する場合がございますので、公表を前提とし

て御回答ください。 

 

 

 

 

 

【問合せ先】 

文部科学省生涯学習政策局生涯学習推進課 

専修学校教育振興室 

 03-5253-4111（代表）（内線 3280） 

【提出先】 

syosensy@mext.go.jp 


